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ーポレートガバナンス・コードにおける、モニタリングを含むガバナ
ンスの重要性の再確認、3線モデルの徹底した運用、および内部統

制報告制度の改訂などが行われています。加えて、デジタルテクノロジーの
進展、およびビジネスプロセスのデジタルトランスフォーメーション（以下、
「DX」という）の推進は、内部監査やモニタリングに大きな影響を及ぼす
と考えます。
本稿では、ビジネスプロセスのDXが進むなか、内部監査部門によるモニタ
リング業務にどのような影響があるのか、どのような対応が望まれるのか
について解説します。また、全社的に本当の意味での（狭義の）DXを実現
するためには、DX推進態勢を対象としたモニタリングが重要となるため、
DX推進態勢の監査について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。

コ

POINT 1

モニタリングにおける潮流を理解 
する
今後のモニタリングを考えるにあたっては、
3線モデルの徹底した運用、内部統制報告
制度の改訂影響の考慮、デジタルテクノロ
ジーやデータ活用が重要である。リモート
監査への移行により、監査の効率化・リソー
スの有効配分が実現できる。また、内部監
査機能のありたい姿に合わせて、より戦略
的・中長期的な内部監査部門の人材採用・
育成戦略が重要である。

POINT 2

モニタリングの効率化にはDX利用
が必須である
モニタリング対象を効率的に監視するため
には、テキストマイニング、財務データ分析、
プロセスマイニングなどDX利用が重要であ
る。各子会社の財務数値の異常兆候を確
認し、次に、異常兆候のある子会社を対象
に仕訳分析で詳細を確認するアプローチ
が有効である。また、リスクマネジメントの
効率化のため、GRCツールを活用すること
も有用である。

POINT 3

全社的にDXを推進するには、内部
監査部門自体のDXが必要である
業務や企業文化の抜本的な変革である（狭
義の）DXを全社的に推進するためには、DX

推進のフレームワークに即して、DX推進態
勢を対象としたモニタリング（内部監査）が
重要である。内部監査にあたっては、内部
監査部門が監査の目線を改革すること、内
部監査部門自体のDXが必要である。
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Ⅰ

モニタリングにおける潮流

コーポレートガバナンス・コードにおい
てガバナンスを効かすためには、先を見越
した全社的リスクマネジメント（ERM）体
制の整備とともに、経営陣による適切な
コンプライアンスの確保とリスクテイクを
支える仕組みとしての内部統制が重要な
基盤をなすと捉えられています。これは、
「コーポレートガバナンス」を推進するうえ
で、「リスクマネジメント」と「内部統制」、
「コンプライアンス」を相互に関連させて、
「ガバナンス」を支える必要があるというこ
とです。そして、その実効性を「モニタリ
ング」が維持・検証することになります（図
表1参照）。
本稿では、有機的一体に機能する仕組

みの実効性を維持・検証する「モニタリン
グ」、特に内部監査部門におけるモニタリ
ングにフォーカスし、その潮流を理解する
とともに、企業が今後取るべきアクション
の方向性を考察します。

1. 3線モデルの徹底

企業のグローバル組織体系（事業本部
や地域統括機能などの存在）により各種
形は異なりますが、一般的な3線モデルに
おける「モニタリング」は図表2のようにな
ります。
① 第1線の上席者のモニタリングは、監視
を目的とする監督ではなく、所管範囲の
業務品質を維持し、常に仕組み・方針を
構築・更新し、運用状況を確認するとと
もに、業務レベルを引き上げるべき指
導・教育を行います。

② 第1線に対する第2線（全社部門）のモニ
タリングは、当該部門の専門性と事業
部門からの中立性・客観性を活かして、
あらかじめ各領域における管理業務
の全社共通方針を策定・通知し、必要
に応じて業務執行部署を指導・支援し 

ます。
③ 第3線のモニタリングは、代表取締役の
指揮下にあって、業務執行部門・全社部
門と独立性を保ちながら、内部統制シ
ステムの有効性のチェックにより、その
適切性を保証し、必要な助言を提供し
ます。

2. 企業を取り巻くリスクのカバー範囲の
拡大

VUCAな時代と言われる昨今、Volatility

（変動性）、Uncer tainty（不確実性）、
Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧
性）に対応するためには、優先順位の高い
リスクに対して全社的に取り組む「リスク
マネジメント」と、業務設計とその業務動
作としてすべての部門において組み込まれ
るべき「内部統制」を相互関連させて、タ
イムリーかつ柔軟に取り組む必要があり 

ます。
また、2023年4月7日に、金融庁 企業会

計審議会より公表された「財務報告に係
る内部統制の評価及び監査の基準並びに
財務報告に係る内部統制の評価及び監査
に関する実施基準の改訂について（意見
書）」では、不正リスクについて考慮するこ
との重要性や考慮事項が明示され、制度
対応としてもリスクに対する捉え方の拡大
が見られます。
そのため、グローバルで拡大するリスク

領域を、3線モデルでどのように効率的・効
果的にカバーし、モニタリングしていくべ
きか、企業の実態に合わせた形で解が求

図表1 GRCの構成要素（5項目）

株主他の利害関係者が経営者・会社全
体を経営監視する視点で、企業が透
明・公正・迅速・果断な意思決定を行
うための企業統治のあり方

事業運営に重大な影響を与えるリスク
を事前に認識し、対処策を立てるため
の手法

経営から現場に至る業務と組織の在り
方と基本動作を、広く正常かつ健全に
保つための仕組み

会社や構成員が、法令などや社内ルー
ルのみならず、社会・倫理規範を遵守
すること

以上のすべてが有効に機能しているこ
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められています。部分監査から全体監査
への転換が求められるなか、徹底したリス
クアプローチとともに、近年では「モニタ
リング」のDX化の重要性がより高まってい 

ます。

3. 新テクノロジー、DX、ポスト・コロナ
によるモニタリング手法の変化

人口知能（ AI）に代表されるテクノロ
ジーの進展とDXの推進は、内部統制や

モニタリングに大きな影響を及ぼします。
特に第 3線による監査は、パンデミックや
ペーパレス化による環境変化を受け、DX

対応の必要性が高まっています。
たとえば、新型コロナウイルス感染症

（以下、「COVID-19」という）の影響が長期
化したことで、内部監査は現地へ行く監査
（オンサイト監査）から、現地へ行かない
監査（リモート監査）への移行（部分移行
含む）が増えています。リモート監査への
移行により、監査の効率化・リソースの有

効配分が期待できます。加えて、リモート
監査と親和性の高いテクノロジーやデー
タを、リスク評価に基づいた監査計画から
実施・報告に至るまで活用することで、有
効性・効率性の向上も期待できます（図表
3参照）。

4. モニタリング手法の変化に伴う 

リソース・スキルの変化

部分監査から全体監査への転換が求

図表3 今後のモニタリングの方向性

出所：KPMG作成
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図表2 3線モデル
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められるなか、第3線は、内部統制・内部
監査リテラシーだけでなく、ISO、品質、セ
キュリティ、環境などのスキルが求められ
るのに加えて、テクノロジーやデータを活
用する監査前提では、データ分析スキルも
必要とされます。また、内部監査の高度化
の観点から、準拠性監査、リスクベース監
査を経て経営監査の機能を持ち合わせる
ステージでは、より組織全体のビジネス・
経営戦略を理解した人材の配置が必要と
なります。昨今重要性が高まっている企業
のDX推進自体のモニタリングはその一例
であり、詳細はⅢ「DX推進態勢のモニタリ
ング」で解説します。
このように内部監査機能のありたい姿

に合わせて、より戦略的・中長期的な人材
採用・育成戦略が重要となります。

Ⅱ

モニタリング手法のDX

モニタリング手法をDXすることで、モニ
タリング対象を効率的に監視し、問題の
早期把握とその対応による損失回避や低
減が図られるだけでなく、業務効率や業
務改善も期待できます。

以下では、モニタリング手法のDXの例
を紹介します。

1. テキストマイニング

「テキストマイニング」とは、自然言語解
析の手法を用いて、大量の文章データ（テ
キストデータ）から、有益な情報を抽出す
る手法のことです。大量の文章からキー
ワードやトピックを抽出し、注意すべきテ
キストを収集・分類・整理することで、効
率的で付加価値の高い分析が可能となり
ます。
活用例としては、社内の稟議書を時系

列分析することによって要注意案件を特
定することが挙げられます。稟議書の大量
の文章データから要注意ワード、たとえば
減損回避につながる可能性のある『計画
の見直し』などのワードを設定し、稟議書
での該当件数や影響額（稟議金額）を可
視化するのです。それにより、効率的に要
注意案件を特定し、確認することが可能
となります。

2. 財務データ分析

「財務データ分析」とは、企業の財務諸
表に含まれる数値データを分析して業績
評価する手法のことです。企業価値の毀
損を回避するには、財務数値の実績につ
いて会計処理の重要な誤謬や不正などが
ないかを継続的に確認し、早期発見する
ことです。
活用例としては、グループ企業の財務諸

表の数値（月次や決算の残高数値）、仕訳
（日々の活動履歴）、経費データ（個人の
不正に着目）などを対象にしたデータ分析
が挙げられます。まずは、各子会社の財務
数値の異常兆候を確認し、次に、異常兆候
のある子会社を対象に仕訳分析で詳細を
確認するアプローチが有効と考えます。
ポイントは、異常兆候を各子会社の状

況に応じて効果的に抽出する分析シナリ
オを設定することです。その際には、企業
の業種特性や活用できるデータの制約を
意識した設定が必要となります。
また、子会社分析は、異常兆候を視覚

的に捉えます。そのため、子会社ごとのリ
スクをスコアリングで把握すること、財務
数値については長期トレンドで分析するこ

図表4 仕訳データ診断

⑤
勘定科目

②
前処理

③
修正処理

④
洗替処理・
標準化処理

①
シナリオ適用

4：良好　　　　　　　3：標準
2：改善が必要　　  　1：至急改善が必要

出所：KPMG作成

仕訳診断 総評

評価項目

⑤勘定科目
• 勘定科目数や勘定科目の使用状況は、XX社と比較しておおむね良好です。

④洗替処理・標準化処理
• 洗替仕訳について摘要欄からは洗替仕訳か否か明確に峻別できない状況です。

③修正処理
• 反対仕訳が多数計上されているものの、摘要欄の記載で判断可能です。

②前処理
• 前処理数の数は10数個あり、複雑なため、至急データを標準化させることが必要です。

①シナリオ適用
• 仕訳登録日、複数の項目が仕訳データ上に含まれないことにより、分析シナリオの
うち、XXの適用ができない状況です。
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とが有用となります。
仕訳分析は、より取引実態に近い分析

が可能です。ただし、仕訳データの質は、
仕訳入力に係るルールの準拠状況（例：
日々仕訳入力するルールにもかかわらず、
月次で一括して1つの仕訳として入力する
など）やシステムの制約（例：誰が仕訳入
力したのかがシステム上の履歴に残らな
い）などの影響を受けます。このため、仕
訳データに不足がないか、データの活用が
分析シナリオと整合しているか、抽出結果
は有用かを早期に診断し、課題を明確に
することは重要です（図表4参照）。
仕訳分析は、親会社で各子会社の仕訳

データを入手して集約化された分析がで
きれば、海外などリモート環境下であって
も詳細レベルでモニタリングを実施するこ
とができます。
あずさ監査法人が開発し提供する

SaaS型分析業務支援プラットフォーム
財務データ分析ツール「 Financial Data 

Analytics Ⅱ（FDAⅡ）」を使った分析イメー
ジについては、図表5を参照ください。

3. プロセスマイニング

「プロセスマイニング」とは、業務システ
ムの取引ログなどから収集した取引デー
タを対象に、業務プロセスを網羅的・客
観的に視覚化することで、プロセスの実態
や逸脱したプロセスフローを特定し、リス

クの高いプロセスや取引を分析する手法 

です。
具体的には、特定の業務プロセスの取

引フローを可視化し、通常とは異なる業務
フロー （取引パターン）がないかを分析し
ます（図表6参照）。
業務プロセスのパターンを網羅的に把

握することができれば、リスクの高い取引
の特定や業務改善を図ることが可能とな

ります。たとえば、通常の在庫販売以外の
直送販売取引などのように見過ごされて
いた例外プロセスの見える化、受注から
出荷までのリードタイムが極端に短い（ゼ
ロ）取引や極端に長い（365日）取引など高
リスクの例外処理の特定などが挙げられ
ます。

図表5 FDAⅡを活用した分析イメージ

自己承認仕訳分析（例示） 仕訳登録者別分析（例示）

出所：KPMG作成

図表6 プロセスマイニングのイメージ

出所：KPMG作成

1 2
実際の取引データから、業務プロセス
のパターンを網羅的に把握

通常フローとは異なる業務プロセスのなかか
ら、見過ごされていた例外プロセスの見える化

3
リスクの高い例外処理に係る取引を特定
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4. GRCツールの活用

地政学リスクやESGリスクなど、リスク
が多様化したことで、近年では継続的なリ
スクの棚卸や優先順位の決定、リスク対応
の強化がより重要となっています。こうし
たガバナンス・リスクマネジメント・コンプ
ライアンス（GRC）領域における各種取組
みや課題への対応は、組織横断的に進め
ることが求められます。しかしながら、複
数部署や子会社での利用を意識した管理
ツールを利用していない場合、業務の重
複などによる非効率が発生し、プロジェク
トが進まないケースがあります。
そこで、モニタリングを効率化するため

に、GRCツールを活用します。そのメリッ
トには、①企業が重視するルールやポリ
シーが一元的に共有管理されるため、リ
スク対応・ガバナンスなどへの意識の向上

が期待できる、②複数部署による対応状
況や改善状況をスピーディーに確認でき
る、③リスク状況に変化が生じた場合に、
関連する部署等や影響の把握、見直しに
関する対応が容易となることが挙げられ 

ます。

Ⅲ

DX推進態勢のモニタリング

1. DXの3ステップ

一般的にDXの推進は、①紙からデジタ
ルデータへの置換えである「デジタイゼー
ション」、②データとデジタル技術を活用
した効率化や高度化である「デジタライ
ゼーション」、そして③業務や企業文化の
抜本的な改革である「（狭義の）DX」の3

つのステップで表現されます。日本企業の

多くはこの分類によるところの「デジタイ
ゼーション」や「デジタライゼーション」に
留まると言われてきました。どのステップ
も広義の意味ではDXと言われていること
から、「デジタイゼーション」や「デジタラ
イゼーション」への取組みであってもDX推
進になりますし、その施策は多岐に渡り 

ます。
DX施策は企業の現場で進めるDXとマ

ネジメント層が推進するDXのイメージに
差があったり、組織間の連携が困難で
あったりすることから、全社的な取組みと
するのが困難であることが多く局所的に
なりがちです。

2. DX推進のための施策

DXを確実に成功へ導くために、トップダ
ウンとボトムアップのDX施策の整合を図

図表7 DX推進のフレームワーク

DXフレームワーク 内容

Strategy
ビジョン、経営課題、実行計画のこと。DX推進においては、経営ビジョンの中身の1つとしてDX推進戦略が掲げ
られていることが成功の鍵であることが、調査結果より明らかになっている。

Governance
ガバナンス・組織・ルール・成果指標のこと。DX推進専任組織の設立や成果指標の策定は、DX成功と因果関係が
ある。

Trust
リスクマネジメント、コンプライアンス、内部監査、プライバシー、セキュリティなどの守りの部分。DX推進におい
ては、特にサイバー領域含むセキュリティへの投資が重要である。また近年、AIガバナンスも大きなテーマとなり
つつある。

People
人材育成、企業文化、人事制度のこと。多くの企業でDX人材獲得が課題となっているが、人材の総数は限られて
いるので社内での職種変更や育成に取り組めている企業がDXの推進に一定の進捗が見られる。また、狭義のDX
推進のためには、技術力よりもプロジェクトマネジメントや企画力が重要となる。

Process
業務処理プロセス、意思決定プロセスのこと。業務処理プロセスにおいてはデジタルテクノロジーを活用した効
率化や標準化を行うこと、そのうえでデータドリブンな意思決定プロセスや企業文化の構築が重要となる。

Analytics＆Insight
データ分析やAIの活用、そこから得られる洞察のこと。DXを推進するうえで、企業がどのようにデータを活用す
るかは重要な論点になる。目的に対応した分析シナリオやKPIの設定が鍵となる。

Technology
アーキテクチャ、サービス、IT基盤のこと。企業のDXの推進状況により、当初はRPAなどの効率化ツールの利用
から始まり、DXが推進していくにつれて、データに基づく意思決定ツールとしてのAIやデジタルツインなどへの期
待が高まってくる。自社の状況にあったテクノロジー戦略が採られているかが重要である。

Data
データ品質、データ利活用、データの可視化のこと。データマネジメントの在り方はさまざまであるが、データの活
用目的からアプローチすることや、最初から完成形を目指さずに既存の範囲で利活用を推進していくことが重要
となる。

出所：KPMG作成
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り全社的に各領域の環境を整備すること
が「DX推進態勢」の目的です。「（狭義の）
DX」は、業務や企業文化の抜本的な変革
です。その目指す姿はさまざまで、他企業
の取組みは参考にはなるものの、そのまま
自社に取り入れることはできません。しか
し、DXを実現しやすくする環境は存在し、
そのレベルを向上させていくことで、DXを
成功へ導くプロセスである「DX推進態勢
態勢」を整備することはできます。
近年では、DXを成功へ導く推進態勢に

ついて、一定のあるべき姿が見えてきてい
ます。加えて、DX推進が先行している金融
機関や一部の事業会社では、DX推進態勢
を対象とした内部監査が急速に広まって
います。

3. DX推進のフレームワーク

それでは、「DX推進態勢」とはどうい
うものなのでしょうか。あずさ監査法人
Digital Innovation部が多くの事例を基
に定義したDX推進のフレームワークで
は「Strategy」、「Governance」、「Trust」、
「 People」、「 Process」、「Analytics ＆ 

Insight」、「Technology」、「Data」の8つの
領域に分類されます。各領域の内容につ
いては図表7を参照ください。

4. DX推進態勢の監査スコープと 

監査実施上の留意点

DX推進態勢の監査は、DX推進のフレー
ムワークの各領域に即して監査手続きを
実施します。ただし、監査対象領域が広範
囲に及ぶことから、事前に監査スコープを
十分に検討することが重要となります。そ
の際には、リスクアプローチの視点と進歩
の速いデジタルテクノロジーの領域である
点を考慮して、今年度に優先して対応すべ
き部分と次年度に取り組む部分を検討し
ます。
また、内部監査の実施においては、各

項目に関する施策の有無のみでなく、施策
の浸透度や、執行側と現場の認識の相違

がないかを確認することも重要です。

5. DX推進態勢の監査項目の例

DX推進態勢の監査対象について、具体
的な例を紹介します。
① 「Strategy」領域：監査の着眼点は、経営
戦略、事業戦略、DX推進戦略、IT戦略
の妥当性が考えられます。DX推進にお
いては、経営ビジョンの中身の1つとして
DX推進戦略が掲げられていることが重
要です。監査項目は、企業の実状に合
わせて設計することになりますが、たと
えば、長期的な環境変化を見据えた全
社のDX戦略があるか、その戦略は妥当
なプロセスを経て承認されているか、実
現のためのテクノロジー戦略が存在す
るか、DX推進領域が明確になっている
か、成果測定のためのKPIが設定されて
いるかなどが考えられます。

② 「Data」領域：データマネジメントは、DX

の攻めと守りの双方において非常に重
要な位置付けになります。監査項目は、
従来から監査対象となることが多かっ
たプライバシー、情報セキュリティ、デー
タ品質に加えて、データの利活用を促進
するための仕組みが整備されているか
などが考えられます。

6. DX推進態勢監査のために

上述のように、DX推進態勢の監査は、
企業の全領域に及ぶこと、監査対象に
データやテクノロジーの利活用領域が入っ
てくることが特徴です。したがって、内部
監査を実行するには、内部監査部門が監
査の目線を改革すること、すなわち内部監
査部門のDX推進が必要不可欠です。DX

を実現した内部監査組織として、監査上
の発見事項を通した助言を行うことで、
企業のDX推進をサポートすることが期待
されます。

関連情報

データ分析が導く経理ガバナンス強化の現実解

https://kpmg.com/jp/ja/home/
insights/2023/05/202305-data-analytics.
html

データマネジメント態勢構築

https://kpmg.com/jp/ja/home/services/
advisory/azsa-dx-advisory/data-
management-development.html
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